
福岡市政務活動費取扱要領

（趣旨） 

第１条 この要領は、福岡市政務活動費の交付に関する条例（平成 13年福岡市条例第２号。

以下「条例」という。）に定める政務活動費の取扱いについて必要な事項を定めるものと

する。 

（年間執行計画書の作成等） 

第２条 会派及び条例第４条第２項に規定する交付対象議員（以下「議員」という。）は、

政務活動費の計画的な執行に資するため、毎年度当初に当該年度の年間執行計画書（様

式第１号（会派用）又は様式第１号（議員用））を作成し、保管するものとする。 

（支出に当たって留意すべき事項） 

第３条 政務活動費の支出に当たっては、次の事項に留意しなければならない。 

⑴ 資料作成費

作成した資料は、会派又は議員において整理し、保管するものとする。

⑵ 資料購入費

購入した資料は、会派又は議員において整理し、保管するものとする。ただし、新

聞、雑誌等を除く。 

⑶ 研究研修費

ア 研究会、研修会等を開催したときは、当該会議に係る案内、要領、記録等の書類

を会派又は議員において整理し、保管するものとする。 

イ 他の団体が開催する研究会、研修会等に参加したときは、当該会議に係る案内、

記録等の書類を会派又は議員において整理し、保管するものとする。 

ウ 会派内の研究会等の調査に要する経費には、会派に所属する議員（以下「所属議

員」という。）に対する報酬を含めてはならない。 

エ 調査を委託するときは、会派又は議員は、調査委託契約書・仕様書（様式第２号)

を用いて契約し、保管するものとする。 

オ 所属議員若しくは議員と生計を一にする親族又は政務活動費を充て雇用している

補助員等（以下、「補助員等」という。）に調査を委託した場合には、当該委託に係

る経費を政務活動費として支出できない。 

カ 調査の成果物については、会派又は議員において整理し、保管するものとする。

⑷ 広報費

ア 広報活動に係る記録及び資料等は、会派又は議員において整理し、保管するもの

とする。 

イ 切手・ハガキ等を購入したときは、物品出納簿(様式第３号)を会派又は議員にお

いて作成し、保管するものとする。 

ウ 印刷（コピー含む。）を請け負わせたときは、会派又は議員は、当該請負契約に基

づき納品された印刷物、印刷物納品届（様式第１８号（会派用）又は様式第１８号

（議員用））及び請負人から徴した納品書の写しを議長に提出するものとする。 



 ⑸ 広聴・住民相談費 

広聴・住民相談活動に係る記録及び資料等は、会派又は議員において整理し、保管

するものとする。ただし、個人情報を含むものを除く。 

 ⑹ 要請・陳情活動費 

ア  要請・陳情活動に係る記録、資料等は、会派又は議員において整理し、保管する

ものとする。 

イ 要請・陳情のため出張する場合に支出する宿泊費及び宿泊手当については、福岡

市職員等旅費支給条例(昭和 28 年福岡市条例第 23 号)及び福岡市職員等旅費支給条

例施行規則（昭和 28年福岡市規則第９号）の定めるところによる。ただし、他の経

費から支給される場合は重複して支出できない。 

ウ 会派又は議員が、要請・陳情のため所属議員又は補助員等に対し市外への出張を

依頼するときは、出張依頼書(様式第４号(会派用)又は様式第４号(議員用))を作成

し、保管するものとする。 

エ 所属議員若しくは議員又は補助員等が出張したときは、速やかに出張報告書（様

式第５号（会派用）又は様式第５号（議員用））を作成し、会派又は議員において保

管するものとする。 

 ⑺ 会議費 

会議の開催及び参加に係る記録及び資料等は、会派又は議員において整理し、保管

するものとする。 

⑻ 補助員等雇用費 

ア 補助員等を雇用したとき又は既に届け出た事項に変更があったときは、会派又は

議員は、補助員等雇用届（様式第６号（会派用）又は様式第６号（議員用））を議長

に提出するものとする。 

イ 会派又は議員は、雇用契約書並びに出勤簿等の雇用及び勤務の実態が確認できる

書類を作成し、保管するものとする。 

ウ  補助員等雇用費は、所属議員又は議員と生計を一にする親族に対しては支出でき

ない。 

 ⑼ 調査旅費 

ア 調査研究のため出張する場合に支出する宿泊費及び宿泊手当については、福岡市

職員等旅費支給条例及び福岡市職員等旅費支給条例施行規則の定めるところによる。

ただし、他の経費から支給される場合は重複して支出できない。 

イ 会派又は議員が調査研究のため所属議員又は補助員等に対し市外へ出張を依頼す

るときは、出張依頼書(様式第４号(会派用)又は様式第４号(議員用))を作成し、保

管するものとする。 

ウ 所属議員若しくは議員又は補助員等が出張したとき（出張先が国外のときを除く。）

は、速やかに出張報告書（様式第５号（会派用）又は様式第５号（議員用））を作成

し、会派又は議員において保管するものとする。 

エ 出張先が国外のときは、国外出張届(様式第７号(会派用)又は様式第７号(議員

用))及び出張の行程表並びに国外出張報告書(様式第８号(会派用)又は様式第８号

(議員用))を議長に提出するものとする。 

オ 出張先が国外のときの調査旅費については、旅行業者等から見積書を徴するとと



もに、所属議員又は議員１人について、４年間の任期中、回数については２回を、

当該調査旅費の合計額については８０万円を上限とする。 

カ 調査研究のために必要な自動車に係る経費については、購入経費及び車検代、保

険料、自動車税、修理代その他の維持管理経費を除き、支出できる｡ 

キ カの経費として自動車の燃料代を支出する場合においては、当該燃料代は調査研

究のために移動した自動車の走行距離１キロメートル当たり２０円として算定した

額とする。この場合において、会派又は議員は、自動車運行記録簿（様式第９号）

を作成し、保管するものとする。 

ケ リース契約、レンタル契約等を締結してキの自動車を使用する場合の調査旅費に

ついては、当該契約金額からキの維持管理経費に当たる額を控除した額の２分の１

を上限として支出できる。ただし、当該契約の期間が４年未満の場合は支出できな

い｡ 

⑽  事務所費 

ア  事務所を設置したとき又は既に届け出た事項に変更があったときは、会派又は議

員は、事務所設置届(様式第 10号(会派用)又は様式第 10号( 議員用))を議長に提出

するものとする。この場合において、当該事務所の賃料を事務所費として支出する

ときは、賃貸借契約書の写しを議長に提出するものとする。 

イ  自宅等については、事務所費を支出できない。ただし、光熱水費等の維持管理経

費については、政務活動の実態に応じて支出できる｡ 

ウ 親族が経営する会社が所有する物件については、賃貸借契約を締結し、口座振込

（振替を含む｡）により賃料を支払い、かつ、その賃料が周辺の物件と比較して均衡

が取れた額である場合に限り、事務所費を支出できる。 

エ 会派の事務所と所属議員の事務所が併用されている場合は、書面により当該会派

と当該所属議員間の経費の負担内容を明確にし、当該書面を会派において保管する

ものとする。 

オ  事務所に係る駐車場の賃料については、来客用に限り事務所費を支出できる。こ

の場合においては、賃貸借契約書の写しを議長に提出するものとする。 

  ⑾  諸事務費 

ア 事務機器その他の備品は、会派控室、会派事務所及び議員事務所に設置するもの

に限るものとする。 

イ 会派は、電源を使用する事務機器その他の備品を会派控室に設置するときは、事

前に備品設置届（様式第 11号）を議長に提出するものとする。 

ウ 切手･ハガキ、プリペイド式のカード及びタクシー回数券等を購入したときは、物

品出納簿(様式第３号)を会派又は議員において作成し、保管するものとする。 

２ 政務活動に伴う経費の支払いに要する手数料等については、当該経費に含めることが

できる。 

３  政務活動費として支出できない経費の主なものは、次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 交際費的な経費 

⑵ 会議に伴う食事以外の飲食、遊興の経費 

⑶ レクリエーション経費 

⑷ 選挙活動経費 



⑸ 政党活動経費 

⑹ 私的活動に属する経費 

⑺ その他政務活動の目的に合致しない経費 

 

 （支出手続等） 

第４条 政務活動費の支出手続等は、次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴  会派の代表者及び経理責任者（以下「会派の代表者等」という。）又は議員は、政務

活動費の執行責任者として政務活動費の適正な執行に努めるものとする｡ 

⑵  会派の代表者等は、政務活動費支出書(様式第 12 号）により政務活動費の支出を行

うものとする。 

⑶  領収書等の証拠書類の取扱いについては、次のとおりとする。 

ア 政務活動費の支出に当たっては、原則として領収書、証票類等を徴するものとす

る｡ 

イ 口座振替により政務活動費を支出したときは、振込金受取書をもって領収書に代

えることができる。  

ウ 交付した政務活動費において、領収書、証票類等を徴し得ないものについては、

政務活動費支払証明書（様式第 13 号(会派用)又は様式第 13 号(議員用)）をもって

領収書等の証拠書類とすることができる。 

⑷  会派の代表者等又は議員は、政務活動費の出納を管理し、金銭出納簿(様式第 14号)

の記載や支出の根拠となるべき領収書等の証拠書類を常に整理しておくものとする｡  

⑸  政務活動費の保管については、専用の預金口座を備え、政務活動費口座振込依頼書

(様式第 15号(会派用)又は様式第 15号(議員用)）を、議長を経由して市長に提出する

ものとする｡ 

  

 （収支報告書の検査等） 

第５条 議長は、条例第 15条の調査の結果、関係書類等の処理に不適切なものがあると認

めたときは、会派の代表者又は議員に対し、その修正を命ずることができる。 

２ 条例第 13条第２項の規定により提出する領収書等の証拠書類の写しは、条例第９条で

定める使途基準毎に整理し、政務活動費領収書等の写しの添付用紙（様式第 16号）に貼

付し、提出するものとする。 

 

 （収支報告書等の閲覧場所及び閲覧時間） 

第６条 福岡市政務活動費の交付に関する条例施行規程（平成 13年議会規程第１号）第６

条第２項の議長が指定する収支報告書等の閲覧場所は、議会事務局内において議会事務

局長が指定する場所とする。 

２ 福岡市の休日を定める条例（平成２年福岡市条例第 52 号）に規定する本市の休日は、

収支報告書等の閲覧事務を行わない。 

３ 収支報告書等の閲覧時間は、午前８時４５分から午後５時３０分までとする。 

 

 （収支報告書等の閲覧の方法） 

第７条 収支報告書等の閲覧者は、収支報告書等の閲覧等申請書（様式第 17号）に必要事



項を記入しなければならない。 

２ 収支報告書等の閲覧者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

⑴ 収支報告書等の撮影をすること。 

⑵ 閲覧場所に写真機、ビデオカメラ、コピー機器又は危険物を持ち込むこと｡ 

⑶ 収支報告書等を、閲覧場所以外に持ち出すこと。 

⑷ 収支報告書等を破損、汚損等すること。 

３ 収支報告書等の閲覧者は、職員の指示に従わなければならない。 

４ 議長は、前項の規定に違反する者に対しては、その閲覧を中止させ、又は閲覧を禁止

することができる。 

 

 （収支報告書等の写しの交付） 

第８条 何人も、収支報告書等の写しの交付を受けることができる。 

２ 収支報告書等の写しの交付の方法は、市長室広報課が行う市政資料の写しの交付の方

法による。 

 

 （関係書類等の保管） 

第９条 この要領で定める書類等は、条例第 12条第２項に規定する収支報告書の提出期限

の日の翌日から起算して５年を経過する日まで保管しなければならない。 

 

 （その他） 

第 10条  この要領に定めるもののほか政務活動費の取扱いに関し必要な事項は、代表者会

議に諮って議長が決定する。 
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   附 則 
（施行期日） 

 この要領は、平成 13年４月１日から施行する。 

   附 則 
（施行期日） 

この要領は、平成 15年 6月 18日から施行する。 

   附 則 
（施行期日） 

 この要領は、平成 16年４月１日から施行する。 

   附 則 
（施行期日） 

 この要領は、平成 19年４月１日から施行する。 

   附 則 
（施行期日） 

 この要領は、平成 20年４月１日から施行する。 

   附 則 
（施行期日） 

 この要領は、平成 25年４月 1日から施行する。 

   附 則 
（施行期日） 

 この要領は、平成 31年５月２日から施行する。 

   附 則 
 （施行期日） 
１ この要領は、令和４年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 改正後の福岡市政務活動費取扱要領別記様式の規定は、この要領の施行の日以後に交

付される政務活動費について適用し、同日前に交付された政務活動費については、なお

従前の例による。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この要領は、令和５年５月２日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 改正後の福岡市政務活動費取扱要領の規定は、この要領の施行の日以後に交付される

政務活動費から適用し、同日前に交付された政務活動費については、なお従前の例によ

る。 
   附 則 
（施行期日） 

１ この要領は、令和７年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 内国旅行については、福岡市職員等旅費支給条例施行規則が改正された日以後に出発 



する内国旅行に係る調査旅費から改正後の規定を適用し、同日前に出発する内国旅行に

ついては、なお従前の例による。 
附 則 

（施行期日） 
この要領は、令和７年６月１日から施行する。 
 

 


	【別紙１】福岡市政務活動費取扱要領（R7.6.1）
	福岡市政務活動費取扱要領



